
給与支払報告書（個人別明細書）の記入のしかた

年度誤りにご注意ください。令和６年１月３１日
までにご提出いただく令和５年分の報告は、⑥の
様式になります。

年末調整をした方について、給与所得控除後の金
額を記入してください。
また、所得金額調整控除の適用がある場合は、所
得金額調整控除額の欄（○）へ記入し、給与所得Ａ
控除後の金額の欄には所得金額調整控除適用後の
金額を記入してください。

住宅借入金等特別控除の適用がある場合は、住宅
借入金等特別控除適用数・可能額・居住開始年月
日・控除区分を必ず記入してください。
記入に不備がある場合は住民税の控除が適用でき
ない可能性がありますので、ご注意ください。

控除対象配偶者又は配偶者特別控除の対象となる
配偶者（年末調整を行っていない場合は源泉控除
対象配偶者）の氏名・フリガナ・個人番号（マイ
ナンバー）・合計所得金額を記入してください。

扶養控除の対象となる扶養親族の氏名・フリガナ・
個人番号（マイナンバー）を記入してください。

支払者の住所又は所在地、氏名又は名称、電話
番号及び個人番号（マイナンバー）又は法人番
号を記入してください。

受給者番号・個人番号（マイナンバー）・氏名・
フリガナ・令和６年１月１日現在の住所又は
居所を記入してください。
アパート名や部屋番号等も正確に記入してくだ
さい。

年の途中で就職した方について、他の支払者が
支払った給与を合算して年末調整を行った場合
は、他の支払者の所在地・名称等・退職年月日・
支払金額・社会保険料・所得税及び復興特別所得
税の合計額を記入してください。複数の支払者が
ある場合はそれぞれ記入してください。

生年月日は本人確認に必要ですので、正確に記入
してください。

所得金額調整控除の適用がある場合は控除額を記
入してください。

年の途中で就職や退職をした場合は、中途就・
退職の該当欄へ○印と年月日を記入してくださ
い。
なお、令和５年中に就職及び退職した場合は、下
記の図のように２段書きで記入してください。

○給与支払報告書（個人別明細書）の記入のうち、住民税に関わる内容で特に誤りの多いものについてのご
案内です。
○詳しい記入方法につきましては、税務署配布の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の手引」
をご参照ください。
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普通徴収の従業員については、該当する理由の
符号（普Ａ～Ｆ）を必ず記入してください。


